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3.3 強震動と建物の被害 

 

3.3.1 建物の被害 

 

6 月 14 日午前 8 時 43 分に岩手県内陸南部を震源とす
る M7.2 の地震が発生し，岩手県奥州市，宮城県栗原市で
震度 6強，宮城県大崎市で震度 6弱など，岩手県南部から
宮城県北部にかけて強い揺れが観測され，山間部を中心に
地盤崩壊などにより，死者 17 名，行方不明 6 名，負傷者
426 名など人的被害や土木構造物の被害が発生した。 

本節では建物の被害を中心に，筆者らのグループが行っ
た被災度区分判定を含む被害調査，建物被害のあった地区
での余震観測，微動観測，および地震応答解析による本震
時の地震応答推定などの内容について報告する。 

 

3.3.1.1 調査の概要 

地震発生当日の 6月 14から 16日にかけて強震観測点周
辺と複数の学校建築物の被害調査を簡単に行ったが，その
際の情報をもとに構造躯体に比較的大きな被害が発生した
大崎市立上野目小学校・宮城県岩ケ崎高校について，後日
あらためて被害調査を行い，部材の損傷状況などを確認し
た。上野目小学校については，近隣にほぼ同年代・同形式
の西大崎小学校と真山小学校があるが，構造躯体に損傷を
受けたとみられるのは上野目小学校だけであった。このた
め，西大崎小学校，真山小学校についてもごく簡単な被害
調査を行った。 図－3.3.1 に調査した学校建築物と近隣の
強震観測点の位置関係をまとめる。被害調査後,上記の 4 校
について，建物の振動特性を把握し,本震時の建物応答の検
討に用いることを目的として，7 月 2 日から 8 月 1 日ま
での約一か月に渡って地盤および建物内における余震観測
を行った。 

 

 

図－3.3.1 調査した学校施設と付近の強震観測点 

 

 

 

 

 

3.3.1.2 地震の概要 

今回の地震の概要を表－3.3.1 に示す。この地震により，
岩手県奥州市，宮城県栗原市の 2か所で震度 6 強の揺れが
観測された。死者・行方不明者合わせて 23名などの人的被
害が発生したが，地盤崩壊などが原因で，建築物の被害は
比較的少なく，建築物の振動被害による人的被害は少ない
と報告されている。 

 

表－3.3.1 地震の概要 

発生日時 6月 14日午前 8時 43分 

震央 
岩手県内陸南部 

39゜01.7'N, 140゜52.8'E 

震源深さ 約 8km 

規模 M7.2 

震度

６強 岩手県奥州市，宮城県栗原市 

６弱 宮城県大崎市 

５強

岩手県北上市，一関市，金ヶ崎町 ,平泉
市 
宮城県加美町，涌谷町，登米市，美里町，
名取市，仙台市，利府町  
秋田県湯沢市，東成瀬村 

人的被害 
死者 17名，行方不明 6名， 
重傷 70名，軽傷 356名 

住家被害 
全壊 30棟，半壊 146棟， 
一部損壊 2521棟 

（平成 20年 7月 2日 14時の内閣府発表より 1）） 

 

3.3.1.3 強震観測記録 

今回の地震による強震記録は防災科研 K-NET2)および気

象庁(JMA) 3)によって公開されている。調査した上野目小学

校，岩ケ崎高校周辺の各観測点における観測地震動とその

周辺の被災状況を簡単にまとめたものを表－3.3.2 に示す

（被害の詳細は文献 4）を参照されたい）。 

また，地震の建物応答への影響を検討するため，調査し
た学校施設に近い K-NET 築館，JMA 栗原市栗駒と過去の
主な地震の観測記録の最大加速度(PGA)－最大速度(PGV)

の関係を図－3.3.2に示す。なお，図中の 3本の点線は等価
周期を表す。また，減衰 5%および 10%で求めた Sa-Sd ス
ペクトルを図－3.3.3に示す。 

K-NET築館の強震記録は，0.2～0.3秒以下の短周期が卓
越する地震動であり，JMA栗原市栗駒も周期 1秒程度を超
える成分は少ない地震動で，建物被害への影響は比較的小
さいと思われる。また PGAおよび PGVの値も兵庫県南部
地震や新潟中越地震と比較すると小さい。 

震度 6強を観測した自治体震度計の加速度波形は公開さ

れていないが，今回の地震で震度の割に比較的建物被害が

少なかったのは，このように地震動が短周期で卓越するも

のであったこと，PGA および PGV が比較的小さかったこ

とが幸いしたと考えられる。 
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表－3.3.2 各観測点の観測地震動 

観測点 方向 PGA 
(gal) 

PGV 
(cm/s) 

計測
震度 観測点と周辺の状況 

栗原市一迫 
(震度計) 

NS 823 
 6.2 

栗原市一迫総合支所内に
設置。 EW 793 

UD 417 

栗原市築館 
(震度計) 

NS 740 
 5.7 

築館中心街の栗原市役所
に設置。 EW 678 

UD 224 

栗原市栗駒 
（JMA） 

NS 415 41.4 
5.9 

 
EW 689 48.8 
UD 281 14.9 

K-NET 
築館 
 

NS 740 44.4 
5.7 

築館の中心街から少し離
れた低い丘の上の築館中
の近くに設置 

EW 678 37.9 
UD 224 14.0 

奥州市衣川 
(震度計) 

NS 1608  
 

6.1 

奥州市衣川総合支所内に
設置。支所の建物は非構
造壁にひび割れ。 

EW 1607 
UD 636 

奥州市胆沢 
(震度計) 

NS 342  
 

5.5 

 
奥州市胆沢総合支所内に
設置。 

EW 574 
UD 275 

K-NET 
一関 

NS 219 22.6 
 

5.0 

 
一関消防署の敷地内に設
置。 

EW 287 25.4 
UD 210 11.8 
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図－3.3.2 最大加速度－最大速度の関係 
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図－3.3.3 Sa-Sdスペクトル（h=5%,10%） 
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3.3.1.2 学校建築の被害 

 前述のように，今回の地震では上野目小学校及び岩ヶ崎
高校大きな被害が生じた。筆者らのグループで調査した範
囲で建設年代・耐震補強の有無と学校建築の被害の関係を
まとめると以下のとおりとなる。 

 

1）上野目小学校：2階建て RC造の普通教室棟は 1963年，
同じくRC造の新棟は 1982年の建設。次節で述べるように，
普通教室棟に大きな被害が生じているが，新耐震設計法に
基づき建設された新棟は無被害。被災前に普通教室棟に耐
震補強などは施されていない。 

 

2）西大崎小学校（写真－3.3.1）：上野目小学校普通教室棟
とほぼ同形式の校舎で 1964年建設。1階柱に軽微なひび割
れが見られたが大きな被害は生じていない。被災前に耐震
補強などは施されていない。 

 

3）真山小学校（写真－3.3.2）：上野目小学校普通教室棟と
ほぼ同形式の校舎で 1964年建設。後者にはほぼ被害は見ら
れなかった。被災前に耐震補強などは施されていない。 

 

これら 3つの小学校はほぼ同年代に，ほぼ同形式で建設
されている。（上野目小学校の全景は次節参照） 

 

4）岩ヶ崎高校：3 階建て RC 造校舎 3 棟。いずれも 1982

年 3月の竣工となっており，新耐震設計法直前の建物であ
る。後述のように，上野目小学校ほどではないが比較的大
きな被害が生じている。上野目・西大崎・真山小学校に比
べると，震源に近い位置にあり，JMA 栗駒観測点に近い。
被災前に耐震補強などは施されていない。 

 

5）栗駒中学校：校舎は 1973年，屋内運動場は 1974年の建
設。以下の優奈被害報告がなされている 4)。校舎は 2007年
12月から耐震補強工事を実施中で，外付けブレース補強が
完了。開口付き RC 造耐震壁補強を行い，耐震補強工事中
（開口付き RC 耐震壁と外付け鉄骨ブレース）であった。
屋内運動場は鉄骨造屋根面の耐震補強済みで，被害はなか
った。校舎には 9m スパンの教室の柱際に出入口開口を設
けたタイプの RC 補強耐震壁があり，開口上部の梁は垂れ
壁などによる補強がされておらず，せん断ひび割れが発生
した。廊下窓下の有孔レンガ腰壁のせん断ひび割れや，教
室間のコンクリートブロック壁の一部で，ブロックの破
損・落下が生じた。 

 

6）宝来（たからぎ）小学校（写真－3.3.3）：RC 造 2 階建
ての校舎は 1992年建設であり，他に屋内運動場および幼稚
園棟がある。校舎棟と幼稚園棟はほぼ無被害であったが，
屋内運動場の ALC版が落下する被害があった 4)。 

 

 

 

 

 

 

 
写真－3.3.1 西大崎小普通教室棟の全景 

 

 

 
写真－3.3.2 真山小普通教室棟の全景 

 

 
写真－3.3.3 宝来小学校屋内運動場 ALC版の落下 
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3.3.1.3 上野目小学校の被害 5) 

 
建物調査概要 

大崎市立上野目（かみのめ）小学校は，宮城県大崎市岩
出山地区の山麓に位置しており，1963 年および 1982 年建
設の 2階建 RC造校舎 2棟および屋内運動場がある。新耐
震設計法により設計された 1982 年建設の管理教室棟は無
被害であったが，1963年の普通教室棟（写真－3.3.4）と屋
内運動場に被害が生じた。被害調査は被害が見られた普通
教室棟と屋内運動場について行っている。 

なお，上野目小が所在する大崎市内には，教室棟に関し
て建設時期，構造形式がほぼ同じである真山小と西大崎小
が位置しているが，上野目小に大きな建物被害が見られた
のに対し，真山小と西大崎小では目立った建物被害は見受
けられなかった。 

 

 

写真－3.3.4 上野目小普通教室棟の全景 

 

耐震診断結果 

上野目小学校は 2006年度に耐震診断 6)（2次診断）が行
われている。桁行方向について診断結果の概要を表－3.3.3

に示す。普通教室棟の柱断面リストを図－3.3.1.4に，柱梁
伏図を図－3.3.5 に示す。診断の結果，1,2 階とも，柱は靭
性指標 F=2以上の曲げ柱で靱性型の建物と評価され，Is値
が目標値 Iso=0.7を上回り耐震補強不要と判断された。 

 

表－3.3.3 普通教室棟 耐震診断結果 

階 C F E0 SD T Is CTu・SD 
2 0.675 2.59 1.311 

0.975 0.979 
1.251 0.493 

1 0.469 2.25 1.056 1.008 0.457 

 

被害状況と被災度区分判定 

・普通教室棟（RC造 2階建，1963年建設） 

図－3.3.5中には被災度区分判定 7)による柱の損傷度を示
した。1階では，柱 22本のうち，4本に幅 10mmを超える
大きなせん断ひび割れが生じ（損傷度 IV・写真－3.3.5），3

本にも大きなせん断ひび割れが生じた（損傷度 III・写真－
3.3.6）。1階の南構面は東方向に 10mm程度の残留変形が生
じていた。 

 

 

写真－3.3.5 1階 Y0-X6柱(損傷度 IV) 

 

 
写真－3.3.6 1階 Y0-X8柱(損傷度 III) 
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図－3.3.4 柱断面リスト 

 

柱断面は，図－3.3.4に示したように 450mm×450mmとこ
の規模の建物としては小さく，また，1971（昭和 46）年以
前の建築基準法により設計されており，設計図書によると
帯筋も 9φ@200と少ないため，上記のような大きなせん断
ひび割れが生じた柱は，せん断耐力，及び，軸力支持能力
を失う直前の状態であった。 

2階の被害は，1階と比較して全体的に損傷度は小さく，
損傷度 II以下の柱が半数を占めたが，局所的に損傷度の大
きい柱も見受けられ，Y1- X2の柱には幅 7mmのせん断ひ
び割れが生じた（損傷度 IV）。2 階も 1 階同様，南構面に
おいて東方向に 10mm程度の残留変形を生じている柱が多
数見られた。 
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Y方向壁には，面外に変形によると思われるひび割れが
壁下部水平方向に生じたほか，階段の踊り場部分のかぶり
コンクリートの剥落や内壁の一部脱落が見られた。 

被災度区分判定 7)の結果，1 階桁行方向の残存耐震性能
率 R＝49%，被災度は［大破］となり，［応急措置または応
急復旧］が必要と判定され，復旧を行うまで使用禁止の措
置が取られた。 

また，実際の柱の破壊モードは写真に示したようにせん断
破壊型であり，診断結果と一致していない。実際の破壊モ
ードに合わせて柱の靭性指標 F=1 と評価すれば，1 階の
Is(=CT・SD)=0.457であるので，十分には耐震性が高くなか
ったとも考えられるが，診断と実被害の破壊モードの乖離
の原因については，今後の検討が必要と思われる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・屋外運動場 

屋内運動場は，1階が RC造，2階が鉄骨造（桁行：ブレー
ス構造，梁間：ラーメン構造）の典型的な体育館である。
桁行方向 2階の X型ブレース（アングル材）の 4構面すべ
てで，接合部でアングル母材が破断していた（写真－3.3.7）。
梁間方向の鉄骨ラーメン，屋根面ブレースには特に損傷は
見られなかった。1 階 RC 造部分については，軽微なひび
割れは発生しているが深刻な被害はなかった。桁行き方向
2階の被災度区分判定の結果は，ブレースの破断により［大
破］であるが，その他の部分は損傷が少ない。 

 

 

写真－3.3.7 接合部におけるブレースの破断 
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※（　）内の損傷度は仕上げ材の損傷より推測した柱の損傷度

図－3.3.5 上野目小学校 柱伏図と柱の損傷度 
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3.3.1.4 岩ヶ崎高校の被害 5) 

 
建物調査概要 

調査対象建物である岩ヶ崎高校は，宮城県栗原市栗駒に
位置する。3階建RC造校舎と平屋建の昇降口棟があるが，3

階建校舎3棟について被害調査を行った。これらの校舎は全
て昭和57年（1982年）3月竣工の新耐震設計法直前の建物で
ある（写真－3.3.8）。1階の主な柱の断面は700mm×700mm，
主筋20-D25，せん断補強筋4-D13（せん断補強筋比pw=0.7％
程度）と，3階建校舎としては比較的断面が大きく，鉄筋も
十分に配筋されているため，柱の強度・変形能力に富む部
材となっていると思われる。 

 

 
写真－3.3.8 岩ヶ崎高校校舎の全景 

 

耐震診断結果 

2004 年度に行われた耐震診断 5)の結果，3棟とも各階・
各方向で構造耐震指標 Isが判定指標値 Iso=0.7 を上回り，
耐震補強の必要はないと判断されている。3 棟の桁行方向
の 1階の耐震診断結果の概要を表－3.3.4に示す。 

 

表－3.3.4 普通教室棟 耐震診断結果 

階 C F E0 SD T Is CTu・SD

管理教室東棟 

1 
0.086 
1.026 

0.80 
1.00 

1.026 0.926 0.997 0.947 0.950 

管理教室西棟 

1 
0.168 
0.886 

0.80 
1.00 

0.886 0.950 0.999 0.822 0.823 

特別教室棟 

1 
0.153 
0.824 

0.80 
1.00 

0.824 0.950 0.990 0.775 0.782 

 

被害状況と被災度区分判定 

・管理教室東棟の被害 

図－3.3.6に管理教室東棟 1階伏図と損傷度を示す。 

管理教室東棟の被害は，桁行方向（長手方向）の 1 階，2

階が大きく，1階の柱 4本，2階の柱 1本に比較的大きなせ
ん断ひび割れ（幅 1～2mm程度）が生じた（被災度区分判
定による損傷度 III，写真－3.3.9 左）。また，1 階放送室の
前の壁に大きなせん断ひび割れ（幅 2mm 以上）が生じ一
部コンクリートが圧壊した（損傷 IV・写真－3.3.10）ほか，
トイレ外壁や，廊下消火栓・配電盤スペースの非構造壁に
もせん断ひび割れが発生した（損傷度 III）。他の柱にも，
柱頭・柱脚の曲げひび割れやせん断ひび割れが発生してい
るが，構造躯体の損傷は比較的軽微であり，せん断補強筋
が比較的多く配筋されていることから，耐力・塑性変形能
力の低下はあまりないと考えられる。2 階の梁端には多数

の個所で曲げひび割れや仕上げの軽微な剥離が見られ，梁
降伏型のメカニズムを形成しある程度の層間変形を生じた
可能性も考えられる。その他，管理教室西棟とのエキスパ
ンション・ジョイント部に建物の振動による衝突でカバー
の損傷（写真－3.3.9右）や，境界部分の梁・壁の一部仕上
げに損傷が生じている。また一部，躯体コンクリートにジ
ャンカ（写真－3.3.11）が見られた。被災度区分判定 7)の結
果，1，2，3階の残存耐震性能率 Rはそれぞれ，80％，84％，
94%で，各階とも［小破］判定されるが，3階については，
ほぼ［軽微］と考えても問題ない被害程度であった。なお，
耐震診断の結果では，1 階柱の多くはせん断柱と診断され
ているが，実際のひび割れ状況を見ると，柱頭・柱脚に曲
げひび割れが発生し，残留ひび割れが生じていることから，
被災度区分判定では，曲げ柱と判断して残存耐震性能率 R

を求めた。 

 

 

 
写真－3.3.9（左） 柱のせん断ひび割れ（損傷度 III） 

（右） EXP. Jointカバーの損傷 

 

 

写真－3.3.10 せん断破壊した壁（損傷度 III） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



49 

 

 

 
写真－3.3.11 曲げ圧壊した柱脚（ジャンカが見られる） 

 

 

・管理教室西棟の被害 

管理教室西棟の被害は，管理教室東棟とほぼ同様な状況で，
1階の柱 2本に比較的大きなひび割れ（損傷度 III），トイレ
の非構造壁は 1階から 3階まで大きなせん断ひび割れ（損
傷度 IV）が生じた。 

被災度区分判定の結果，1，2，3階の残存耐震性能率 Rは
それぞれ，82％，87％，93%で，各階とも［小破］判定さ
れるが，3 階については，ほぼ［軽微］と考えても問題な
い被害程度であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・特別教室棟の被害 

特別教室棟の被害状況は，管理教室東棟・西棟と比較す
ると全体として軽微であり，損傷度Ⅲの柱は無く，すべて
損傷度 II以下であった。最も被害が大きいのは 2階で，ト
イレの非構造壁に大きなせん断ひび割れ（損傷度 III・写真
－3.3.12）が生じた。 

被災度区分判定の結果，1，2，3階の残存耐震性能率 Rは
それぞれ，95％，91％，97%で，1,3 階は［軽微］，2 階は
［小破］と判定されるが，2 階についても，ほぼ［軽微］
と考えても問題ない被害程度であった。 

 

 
写真－3.3.12 非構造壁のせん断ひび割れ（損傷度 III） 
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図－3.3.6 管理教室東棟 1階伏図と柱・壁の損傷度 



50 

3.3.1.5 上野目小学校での常時微動観測 5) 

 
建物調査概要 

前述したように，2008年岩手・宮城内陸地震においては，
大崎市内にある同年代に建設されたほぼ同様の構造系式を
持つ3つの小学校で被害の程度に大きな差が見られた。本報
では，これらのうちで唯一大きな被害を受けた上野目小学
校について，地震後に旧校舎およびグラウンドで行った常
時微動観測結果を報告する。 
 

上野目小学校の敷地概要 

図－3.3.7 に上野目小学校の敷地概要を，グラウンドで行
った常時微動観測の測線とともに示す。建物被害は前報の
とおりであるが，敷地西側にある盛土や擁壁・アスファル
トに亀裂などが見られた。また擁壁近くに建つ体育館では
ブレースの破断，体育館に隣接する旧校舎では中央から西
側にかけて柱に損傷度 III～IV 程度のせん断ひび割れが生
じるなどの被害が見られた。被害状況から察するに敷地西
側にある盛土の挙動が建物被害に何らかの影響を与えたこ
とが推察される。 
 

 
図－3.3.7  上野目小学校敷地概要 

 
旧校舎での常時微動観測 

 余震観測のための地震計を撤去した後，ほぼ同位置にセ
ンサーを設置して常時微動観測を行った。計測器には電磁
式速度計（東京測振社製）を用い，サンプリング周波数は
100Hzとした。図－3.3.8および図－3.3.9に建物短辺，長辺
方向について 2 階／1 階のフーリエスペクトル比を示す。
計測は 10分間行い，1セット 40.96秒として 10セットにつ
いて求めたフーリエスペクトル比の平均と採用している。
短辺方向ではおよそ 5.7Hz に，長辺方向ではおよそ 2.5Hz

と 7.8Hzにピークが見られる。スペクトル比の結果は余震
観測結果とも概ね対応しており，このあたりが建物の卓越
周波数と考えられる。また，フーリエスペクトル比の倍率
は長辺方向のほうが短辺方向に比べて約 2～4 倍程度大き
な増幅率を示している。図－3.3.10および図－3.3.11には建
物短辺，長辺方向について 2 階／1 階のコヒーレンス関数

を示す。短辺方向では 6Hzより少し低周波数側からコヒー
レンスが大きく低下している。また，長辺方向では 2.5Hz

前後でコヒーレンスの低下が大きく，4Hz 付近ではほぼ 0

を示しており，図－3.3.8および図－3.3.9が示す卓越周波数
をほぼ裏付ける結果となっている。図－3.3.12 および図－
3.3.13には 1階西側／1階中央，2階西側／2階中央のコヒ
ーレンス関数を示す。特に長辺方向では，1 階はほぼ同様
な挙動を示していることが窺えるが，2 階の挙動は卓越周
波数付近でのコヒーレンスが高く，その前後で低下してい
ることがわかる。 
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図－3.3.8 旧校舎のフーリエスペクトル比（建物短辺方向） 
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図－3.3.10 コヒーレンス関数（建物短辺方向） 
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図－3.3.12 コヒーレンス関数（建物短辺方向） 
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図－3.3.9 旧校舎のフーリエスペクトル比（建物長辺方向） 
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図－3.3.11 コヒーレンス関数（建物長辺方向） 
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図－3.3.13 コヒーレンス関数（建物長辺方向） 
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3.3.1.6  上野目小学校の地震応答推定 8)9) 

 本節では，本震および余震観測記録に基づき，各小学校
での地震入力の違いを推定し，大破した上野目小学校敷地
地盤での本震時の地盤応答を推定した。検討結果について
はあくまで可能性の一つとして参照されたい。 

 

建物概要と被害状況 

 上野目・真山・西大崎小学校と，本震時の強震記録が観
測された岩出山観測点の位置関係を図－3.3.14 に示す。上
野目小学校の校舎は昭和 38年に建てられ，鉄筋コンクリー
ト造の校舎に木造下屋が付随している。骨組形式として桁
行，梁間方向ともラーメン架構であり，梁間方向の一部に
耐震壁が配置されている。耐震診断報告書によると，基礎
形式としては杭基礎であるが詳細は不明である。代表的な
柱断面を図－3.3.15 に示す。柱断面は 450×450mm と小さ
く，主筋・帯筋の量も少ない。真山・西大崎小学校校舎に
ついては，構造形式，柱断面，建設年代はほぼ同一である
が，基礎形式は直接基礎となっている。 
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図－3.3.14各小学校の位置関係   図－3.3.15 柱断面 
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図－3.3.16  平面図と損傷度 

 

上野目小学校校舎の各階柱の損傷度を図－3.3.16の平面
図中に示す。1階では，柱22本のうち，柱4本に幅10mmを
超える大きなせん断ひび割れが生じ（損傷度IV），柱3本
にも大きなせん断ひび割れが生じた（損傷度III）。2階の被
害は，1階と比較して損傷度は小さく，損傷度II以下の柱が
半数を占めたが，局所的に損傷度の大きい柱も見受けられ
た。被害調査の結果，1階で大破，2階で中破の被害を受け
たと判断した。周辺の被害状況としては擁壁の移動や亀裂，
道路に多数の亀裂があり，地盤が非線形化したことが推測
できる。一方，真山・西大崎小学校校舎の被害については，

階段踊り場部分の損傷や柱脚付近の軽微な曲げひび割れ等
にとどまり，被災度は軽微で上野目小学校校舎と比較して
も小さいものであった。 
 
対象建物の解析モデル 
 解析対象は小学校校舎の桁行方向（EW 方向）とし，柱
及び梁を，剛域を持つ線材に置換した。剛域は柱・梁のフ
ェースまでとし，基礎はピン支持で剛梁により固定される
ものとした。各線材の挙動は，材端曲げバネ，せん断バネ
及び軸バネによって考慮している。履歴特性には武田モデ
ルを用いた。静的漸増載荷解析の結果，層間変形角が約
1/250rad.で損傷限界(1階の梁の一端が降伏)，1/100rad.で層
崩壊(1層のすべての柱頭・柱脚が降伏)という結果を得た。
図－3.3.17 には 1 質点系への縮約を行い算出した耐力曲線
と岩出山観測点の本震の Sa-Sd スペクトル（EW 方向：
h=5%）を示す。 
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図－3.3.17  耐力曲線と岩出山の Sa-Sd 

 

図－3.3.17より建物の弾性固有周期 0.3秒周辺では，上野目
小学校は他の 2校に比べて揺れやすいことが推察される。
ただし，各小学校での観測記録の長周期領域にはノイズと
みられる成分が混入していることが見られたため，周期約
0.8 秒よりも長周期領域では信頼性が低くなっていると考
えられる。 

 

余震観測記録 

 2008年 7月 2日から 8月 1日の 1か月間にわたって，上
野目・真山・西大崎小学校において余震観測を行った（地
表面加速度の最大が上野目の 37gal）。本震時の入力地震動
の推定を目的として，岩出山観測点と各小学校の地表面で
得られた余震記録から応答スペクトル比を算出した（各サ
イトで記録の得られた 6波，真山小については 4波）。図－
3.3.18 に EW 方向の加速度応答スペクトル比を示す。図－
3.3.17より建物の弾性固有周期 0.3秒周辺では，上野目小学
校は他の 2校に比べて揺れやすいことが推察される。ただ
し，各小学校での観測記録の長周期領域にはノイズとみら
れる成分が混入していることが見られたため，周期約 0.8

秒よりも長周期領域では信頼性が低くなっていると考えら
れる。 
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上野目小学校の地盤増幅特性  

 図－4.3.19 に示すように上野目小学校周辺でボーリング
データ得られている。N値の情報から，各層におけるせん
断波速度を太田・後藤の式 10)を用いて算出し（図－3.3.20），
一次元重複反射理論を用いた等価線形解析 11)により，上野
目小学校表層の 10mによる地盤増幅特性を求めた。地盤の
非線形特性を図－3.3.21に示す 12)。ここでは，岩出山の本
震記録を解放基盤面での地震動と仮定して解析を行った。
尚，文献 8)9)からの修正で，表層地盤の非線形特性をGL-4m

までは’Sand6’を，GL-4m～5m を’Sand7’，それ以下の層
を’Gravel’としてモデル化した。図－3.3.22に線形解析の場
合と比較した上野目の増幅スペクトルを，図－3.3.23 には
岩出山で観測された時刻歴波形を，図－3.3.24 には解析の
結果得られた上野目の推定地震波時刻歴波形を，図－3.3.25

にはフーリエスペクトルを示す。時刻歴波形ではそれほど
顕著な差は見られないが，フーリエスペクトルおよび増幅
スペクトルの比較からは，線形解析では 0.1～0.2秒の短周
期成分にピークが見られるが，地盤の非線形性を考慮する
と 0.3 秒付近に増幅のピークが移動し，建物の推定耐力曲
線から求められる弾性固有周期とほぼ近い周期帯での増幅
が励起されると思われる。 

 

まとめ 

 大きな被害の見られた上野目小学校では余震観測記録か
らも他の 2校に比べて大きな地震入力があったと推察され
る。地盤の非線形性を考慮した地震応答解析結果からは定
性的には被害を説明する結果が得られるが，まだ十分では
なく，今後は局所的な地盤破壊や建物のねじれ振動の影響
などについて検討する必要があると考えている。 
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図－3.3.1.18  加速度応答スペクトル比 

（EW方向：各小学校/岩出山） 
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図－3.3.1.19  上野目のボーリング柱状図の N値    図－3.3.1.20  上野目の推定せん断波速度 
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図－3.3.1.21  非線形特性               図－3.3.1.22  上野目の増幅スペクトル 
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図－3.3.1.23  岩出山の観測時刻歴波形 
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図－3.3.1.24  上野目の推定時刻歴波形 
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図－3.3.1.25  上野目の推定フーリエスペクトル 
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3.3.2 地震前後での建物の固有振動数変動 1) 

 

3.3.2.1 はじめに 

 

常時微動観測に基づく既設構造物の振動特性評価は，比
較的簡易に高頻度で実施できるという利点を有することか
ら，構造健全性診断への応用が期待されている 2)。その場
合，振動観測に基づく構造物の構造健全性診断を実用化す
るためには，構造物の振動特性に損傷とは無関係な変動が
どの程度含まれているかを知ることが必要である。宮城大
学（食産業学部）では，鉄筋コンクリート構造物を対象と
して，その通常使用状態における振動特性の長期間にわた
る変動を把握・評価することを目的として，常時微動の長
期継続観測を行ってきた。また併せ，振動特性の地震時変
動の検出を行うことを目的として，強震動についても長期
間にわたって観測を行ってきた。 

2008 年岩手・宮城内陸地震が発生した折りも，常時微
動・地震動観測が継続して行われていたが，本震記録収録
中にトラブルがあり，観測が中断することとなった。記録
中断より 1日半程度の欠測期間を経て，観測システムを再
び起ち上げ，常時微動・地震動の長期継続観測を再開した。
こうして収録された本震前後の常時微動記録の分析から，
構造物の固有振動数の地震時変動が検出されたので，以下
報告する。 

 

3.3.2.2 観測対象建物概要と解析法 

 

観測対象建物は，宮城大学食産業学部南研究棟(仙台市太
白区，北緯 140°48’，東経 38°13’)であり，一部鉄骨造の 4

階建て鉄筋コンクリート(RC造)建物である（2005年 12月
竣工）。対象建物の概略を図－3.3.26に示す。微動・地震動
の長期連続観測を同研究棟４階 429研究室（図－3.3.26中，”
観測点 No.0”）において実施している。竣工後約８ヶ月を
経た 2006年 9月に観測を開始し，2010年 2月現在も継続
実施中である。観測量は，強震動から常時微動レベルまで
のそれぞれ水平 2方向の加速度と上下方向加速度である。

全観測記録を重複しないように 5分ごとの小サンプルデー
タに分割した後，各小サンプルデータに対して，ARMAモ
デルによる振動モード同定法(以下，ARMA 法と称する)3)

を適用して，対象建物の振動特性を同定した。日変動をよ
り明確に把握するために，日変動の影響を除去せず，スパ
イクノイズを除去できるよう窓幅 60 分の移動平均による
フィルタを，季節変動，経年変動については，日変動およ
びスパイクノイズの影響を除去するために窓幅 1日の移動
平均によるフィルタを適用した。また，各振動特性変動と
気象条件との相関を確認するため仙台市気象庁観測点の気
象観測データを用いた。また同定対象とする固有振動数を
抽出するため，±0.1Hzのバンドパスフィルタを使用した。 
 

3.3.2.3 固有振動数の日変動の検出 

 

(1) ある時間断面における対象建物の振動特性を同定し
た結果を観測値と対比して図－3.3.27 に示す。最大振幅値
との比が 0.1 以上のピ－クを与える振動数を固有振動数と

して採用したところ，NS(短辺)方向で３次まで，EW(長辺)

方向で２次までのモードが同定された(表-3.3.5)。 

 

(2) 固有振動数 (fj) の日変動の一例を図－3.3.28 に示す。 
fj は（一見）大気温と相関を持ちつつ日変動しており，一
定の周期で変動している（正月休暇時などには殆ど日変動
を示さない。このことは大気温との相関ではないことを示
す）。対象建物内外の温度差が影響している可能性がある
4)。図－3.3.28(a)には 2006年 9月 15日から同年 10月 2日

までの NS 方向 1 次固有振動数，図－
3.3.28(b)にはその応答振幅値の経時変動を
それぞれ示す。図－3.3.28(c)には同時期の
仙台市の気象庁観測点における大気温の経
時変動を示す。このように，固有振動数は，
外気温の高い日中に高く，外気温の低い夜
間に低下するような，1 日周期の日変動を
しており，観測対象建物の例で，日変動の
幅：Δf=0.05-0.1Hz 程度である。ただし，
応答の二乗平均平方根（RMS 値，図－
3.3.28(b)）も同様に，(人間活動の多い)日中
に大きく，(人間活動の少ない)夜間に小と
なるような日変動をしており，固有振動数
の日変動が，応答振幅，或いは，外気温(或
いは対象建物内外の温度差)のどちらによ
り多く起因しているかは，ここからだけで
は判断が付かない。今後の検討課題である。 

Observation Point
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2F

1F

4F

3F

RF
No.0

図－3.3.26 観測対象建物 （上）断面図 （下）4F平面図 

No 次数 固有振動数[Hz] 減衰定数[％]

1 NS-1次 2.507 0.258

2 NS-2次 2.821 1.179

3 NS-3次 3.362 1.223

4 EW-1次 2.735 1.803

5 EW-2次 2.943 1.839

表－3.3.5 振動特性同定結果 
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3.3.2.4 地震前後での建物の固有振動数変動 

 

 前小節においては，固有振動数の，損傷とは無関係な変
動を取り扱ったが，本小節では，固有振動数の地震時変動
を取り扱う。報告の性質上，本小節では，2008年岩手・宮
城内陸地震本震（以下，本震と略す）時に，本節において
観測対象としている建物の固有振動数にどのような経時変
動が観測されたか，に限定して記載する。 

(1) 当観測点における本震時最大加速度の推定 

前述のとおり，2008年岩手・宮城内陸地震本震を観測す
ることは出来なかったが，本小節において記述する事項か
ら考えると，当観測点での最大加速度はどの程度であった
かは重要であると考え，次のような方法で，当観測点での 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最大加速度を推定した； 

 本震と同じ震源域で発生した別の地震(余震)について，
（当観測点に最も近い k-net観測点である）k-net仙台観測
点で観測された記録 5)の最大加速度と当観測点で得られた
記録の最大加速度との比を求め，本震時に k-net 仙台観測
点で観測された記録の最大加速度にその比を乗じて当観測
点での本震時の最大加速度の推定値とする。このようにし
て求められた当観測点での本震時の最大加速度の推定値は，
NS成分：46.6gal，EW成分：169.7gal，であった。（本震時，
当観測点の震源距離は，97.4kmであった。） 
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図－3.3.27  振動特性の同定 (1)NS方向 (2)EW方向 

日付に関するグリッド：0時(24時) DATE [month/day] 

(a) NS方向１次固有振動数 

(b) NS方向応答振幅の RMS値 

(c) 大気温（仙台市における気象庁観測点） 

図－3.3.28 検出された固有振動数の日変動例 
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(2) 本震時における固有振動数変動の検出 

前小節におけると同様の解析手法を用いて，本震前後に
おける常時微動の連続観測記録から，本震時における固有
振動数の変動を検出する。 

図－3.3.29(1)に本震前後での NS方向（1次～3次）固有
振動数および応答振幅値の変動を，また，図－3.3.29(2)に
は本震前後での EW方向（1次～2次）固有振動数および
応答振幅値の変動を，いずれも 2008/6/1-29の期間について
抽出した結果を示す。 

 

これらの図より，次のことが判明した； 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) NS方向固有振動数では，次数が進むにつれて，日
変動は次第に不明瞭となるが，本震後に平均的に変動
幅：Δf=0.03-0.05Hz 程度低下し，5日程度後に，本震
前のレベルに回復する，との現象が，1-3次まで共通
に観測された。この固有振動数の地震時低下量は，日
変動などで検出された 1日あたり変化量と比してほぼ
同程度であり，構造健全性診断の観点からは，通常使
用状態での変動を観測・把握しておくことの重要性が
示されたものと言える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) NS方向 1次固有振動数 

(b) NS方向 2次固有振動数 

(c)NS方向 3次固有振動数 

(d) NS方向応答振幅の RMS値 

図－3.3.29(1)  本震前後での NS方向固有振動数および応答振幅値の変動（2008/6/1-29） 

(注) 上図中，”EQ-18”は，2008年岩手・宮城内陸地震本震のことである。 
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(b) EW方向より NS方向の固有振動数の低下のほう
が明瞭であり，低下量も大きい傾向が見られた。推
定値ではあるが，本震では EW方向で最大加速度
169.7galを記録しており，最大加速度の大きさと固
有振動数の低下量が対応していないことになる。
（対象建物では他の地震時においても，NS方向で
明瞭な地震時変動が確認でき，EW方向ではその変
動が確認できたものは少なく，確認できたとしても，
不明瞭であった。また，EW方向では日変動も明瞭
ではない。これらの原因の探求は今後の課題であ
る。） 

(c) 応答振幅値の日変動については，地震前後で大き
な変化はなく，ほぼ一定の変動を繰り返している。
地震直後に着目すると，応答振幅値のばらつきが大
きくなっているようにも見えるが，このばらつきが
地震による影響だとしても，その後収まっており，
応答振幅値の変動に影響を与えるほどの損傷はな
かったと考えられる。 
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図－3.3.29(2)  本震前後での EW方向固有振動数および応答振幅値の変動（2008/6/1-29） 

(a) EW方向 1次固有振動数 

(b) EW方向 2次固有振動数 

(c) EW方向応答振幅の RMS値 

(注) 上図中，”EQ-18”は，2008年岩手・宮城内陸地震本震のことである。 


